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時間外労働協定の労働者側当事者が労働  
者の過半数を代表する者とは認められず，  
労使協定が無効とされた例  
藤 内 和 公   
最高裁ニノト平成13年6月22日判決（平10（オ）555号 地位確認等請求上告）トーコロ事  
件（労判808号11頁）¶上告棄却  
【要  旨】   
一 本件では時間外労働協定の労働者側当事者が労働者の過半数を代表する老とは認めら   
れず，したがって労使協定は無効である。  
二 被上告人は残業命令にしたがう義務はな〈，したがって残業拒否等を理由とする同人   
の解雇を無効とした原審は止当である。  
【事実の概要】  
Y全社（被告，控訴人，上告人）は卒業アルバム等の製造を業としている。Ⅹ（原告，  
被・控訴人 被上告人）はYに，電算写植機オペレーターとして，平成3年7日より雇用さ  
れている。採用面接の際に，ⅩはYから，「Yの業務は学校の卒業アルバムの制作であり，  
納期は絶対に守らなければいけない」との説明を受けた。Ⅹは入社と同時にYの役鼠 従  
業員ら全員で構成される「卜一コロ友の会」に入会した。   
Ⅹは入社後，まもな〈して電算写植機オペレーターに従事した。Yでは毎年11月から卒  
業時期である翌年3月までが繁忙時期であり，Yではこの時期をシーーズンと称している。  
Ⅹは3年9月までは残業をすることな〈帰宅していた。しかし，9月にⅩが属する部署で  
午後7暗まで残業をする申し合わせがなさjl，以後，Ⅹも毎日30分ないし1時間45分程度  
残業するようになった。  
11月，シーズンに入るにあたり，従業員の就業意欲を諾舞するために催された激励会で．  
総務部長が「有給はシーズン中は病気に限って認める」旨の発言をした。これに対し，Ⅹ  
は，有給は労働者の権利であり，理由による制限は違法である旨を指摘した。また，Ⅹは  
上司から担当業務量を増やすことを求められたが断った。   
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11月に総務部長からⅩに対し話合いが申し込まれたが，Ⅹはそれを断り，逆に三六協定  
を写すことをrl】し入れた。Ⅹがそれをコピーしようとしたところ，総務部長はそれを拒み，  
Ⅹはやむなく↑書きで薫き写した。その際に総務部丘は，「ヅ；・基法違反のことはⅩのいうと  
おりだが，…‥業界の特殊性があるので芳崖署も黙認してくれている」などと述べた。ま  
た，同月，営業部長がⅩを呼び出し，「納期は絶対で，お客あっての仕事なので，納期はど  
んなことがあっても守らなければならない」などと説得した。しかし，Ⅹは眼精疲労であ  
ることを訴え長時間残業は無理である旨を述べた。当時，Yでは経理関係を除き全部署で  
女性を含め9時頃まで残業が行われ，部署によっては午前零時頃まで残業する省もいた。  
11月末に，従業員に人事考課表が渡されたが，Ⅹは「上］己評仙欄に記入せず，欄外に，労  
基法遵守の要請を苦いた。そのためにⅩは最低のEランクの査定がなされ，年末賞与では  
3ノブ円を減翫された。  
12月，Ⅹはほかの従業員と連名で，従業員宛てに手紙を‖し，そのなかで，Yでははな  
はだしい女件賃金差別，労基法の制限を超える不法な残業，有給など労基法で認められた  
労働者の権利無視があることを訴えた。   
翌4午1月，Ⅹは総務部長から，手紙の送付は就業規則35条に該当するので処分を考▲え  
ている旨を告げられた。これに対し，Ⅹはイ朋を表明した。その後，総務部長はⅩに対し，  
今後1時間でも残業をのばして欲しい旨を要請したが，Ⅹは脱が痛い旨を告げて断った。  
この面談の後，Ⅹは職場でF】僚に集まってもらい，lご1分が処分されそうである旨を告げ，  
同僚の意見を求めたが，lt」僚からはⅩの行動につき批判的な意見が出された。1几 Ⅹは  
眼精疲労であるという医師の証明書を提出し，以後，残業をしなくなった。   
2月，Ⅹは社長に呼び出され，協調性がないこと，残業を拒否したこと等を理山に解雇  
を通告された。そこで，解雇を不服としてⅩが提訴した。裁判で，ⅩはYの三六協定が無  
効であることも主張していた。   
節1審（東京地判平6．10．25労判662サ43頁）は，つぎのように述べて，Ⅹの請求を一部  
認芥した。すなわち，まず，三六協定における労働者側代表につき，友の会役員のAが労  
働者の過半数を代表する者として二六協定に署名・捺E「jしているが，「友の会は，役員を含  
めたYの全従業員によって構成され，『会員柑互の親陣と生活の向上……』を目的とする親  
睦団体であって，労働者の「1主的団体とは認めがたく，その役員は会員の選挙によって選  
州されるが，イ■一遇挙をもって，三六協定を締結する労働者代衷を選出する手続と認めるこ  
と」はできず，「本作三人協定は親睦団体の代表者が自動的に労働者代表となって締結され  
たものというほかなく」無効である。三六協定が無効である以上，Ⅹに残業をする義務は  
なく，残業を拒否したからといって解雇事由にはあたらない。つぎに，本件手紙の送付に  
つき，「その内寄は誇張に過ぎる部分もあるが，全く事実に基づかない誹讃ヰ傷であると  
いうことはできない。」したがって，手紙の送付によって職場の秩序を乱したということは  
できない。さらに，人事考課の拒否につき，人事考課表の考課基準には「あたかも現状の  
設備，人手は所与のものであー），その改善を求めることは良くないことであるかのような  
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基準の設定の仕方がされており」，Ⅹにとって承服Lがたい内容であったこと，Ⅹはすでに  
年末賞与でマイナス3万Hの査定を受け相応の不利益処分を受けており，これを解雇事由  
とすることは解雇権の濫用にあたる。また，協調件欠如につき，「Ⅹの本来の業務以外の業  
務に対する非協力的態度をもって「就業状況が著し〈不良で就業に適しない」とまで認め  
ることはできない。」つづいて能力不他につき，Ⅹの職務能力につき必ずしも悪い評価では  
なかった。以上の理由により，解雇は無効である。また慰謝料請求につき，解雇を無効と  
し賃金支払いをもって止りるとし，認めなかった。   
つづいて，第2審（東京高判平9．11．17労判729号44頁）は，Yの控訴を棄却したが，そ  
の理由づけで，第1審とは異なる論点に言及する。すなわち，まず残業義務の存歪につき，  
H立製作所武蔵二1二場事件・黄判の判断基準に従うことを明らかにする。つぎに，本件三人  
協定の有効性を判断し，第1審と同様の判断をしつつ，「友の会」は労働組合ではなく親睦  
団体であり，その代表は労働者過半数代表ではない，またYの主張に対応して，「YはAが  
本件三六協定を締結するに当たっては，社内報や集会を利用するなどLて仝従業員の意思  
が反映されるような手続を経て，多数の意見に基づいて締結されたものであり」，Aが過半  
数代表である旨主張するが，そのような手続の形跡はない。よって，Aを労働省過半数代  
表とLて締結された本件ニノ1協定は無効であり，Ⅹが残業命令に従う義務はなかった。さ  
らに，「仮に，本件三六協定が有効であるとしても，就業規則により，Yは」業務上の必要  
性がある場合に限って残業命令を山すことはできても，「労働者に残業命令に従えないやむ  
を得ない事由があるときには，労働者は残業命令に従う義務はないと解する」。そLて本件  
では，Ⅹは医師の診断書にみられるように眼精疲労の状態にあったので，「本什残業命令に  
従えないやむを得ない事由があった」。よって，Ⅹが残業を拒否しても，就業規則の解雇事  
由には当たらない。  
【判  旨】   
「所論の点に関する偵審の事実認定は，原判決挙示の証拠関係に照らして首肯するに足り，  
上記事実関係の下においては，協定当事者が労働者の過半数を代表する者ではないから本  
件三六協定が有効であるとは認められず，Ⅹが本件磯業命令に従う義務があったというこ  
とはできないとし，Ⅹに対する本件解雇を無効とした原審の判断は，正当として是認する  
ことができる。原判決に所論の適法はない。」  
【検  討】   
一 本判決の意義   
本判決は主に残業義務の有無および三六協定における過半数代表者の適否の2点で争わ  
れた。前者の点では，原審が基本的には従来の蔵高裁判決にしたがいつつも，傍論ではあ  
るが従来の判断基準に－一歩踏み込んだ判断を下し．た。後者の論点では裁判で争われた初め  
ての事例であり，かつ，最高裁が初めで判断を下したものである。本判決を契機に，これ  
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らの論点に関する議論が活発化するかもしれない。  
本判決は原審の判断を是認したので，以下では原審を検討することとする川。  
二 残業義務の要件，残業拒否の効力   
原審は，まず残業義務の安什につき，町立製作所武蔵二丁二場事件・最判の判断基準に従う  
ことを明らかにする。この点，判例法理は確定した感がある。しかし，ヒゴ立製作所武蔵工  
場事件・叢刊に関する評釈は忙ホされているように，それに対する学説の批判は強い。評宵  
はこの一射こつき，判例に批判的である刷か，ここでは再論を避け招くことにする。   
原審はその立場を前提にして，つぎに仮定の議論を進め，「イ反に，本件二人協定か有効で  
あるとしても，就業規則によ「），Yは」業務上の必要性がある場合に限って残業命令を出  
すことはできても，「労働者に残業命令に従えないやむを得ない事由があるときには，労働  
者は残業命令に従う義務はない」と述べる。この部分は原審の結論にとって不要な部分で  
あり，参考－までに意見表明された部分なので，おそら〈本判決が是認した部分には含まれ  
ないであろう。  
三 過半数代表の適否   
本判決がその判断を是認した原審は，木什「ノkの会」は労働組合ではなく親睦団体（4）であ  
r），その代表は労働者過半数代表者ではないとした。ここで代表の選出方法につき，親睦  
同体の代衷が自動的に過半数代表者になることはできないと判断された。妥当であろう。  
労基則6条の2が述べるように，本件では三六協定締結のための代表選出であることが明  
示され，民主的に選出されることか必要であった。   
それでは，本件で親睦会や社員会などの親睦川休が，その規約で当該組織の代表は同時  
に三六協定の労働者側代友を兼ねることを日月記していれば，会長は規約の定めにもとづい  
て過半数代表となりうるであろうか。また，規約には善かれていないが，親睦会の場で代  
表に三六協定締結のための過半数代表として認める旨の決議をすれば有効であろうか。こ  
の点で学説は対立する。すなわち，それを有効とする謝5〉，不可とする無効説（6），条件つき  
有効説仰が対立する。   
要件はここでも代表者の適格性と民主的な選出方法が確保されることである。評者はこ  
の問題の判断で，当該親睦団体が労イ新昆成団体であるか，従業員L封体であるかにより区別  
すべきであると考える。なぜならば，労イ如昆成団休であるときには，代表の選出にあたり，  
有権者から「誰が労使混成団休の代表として相応しいか」という観点から判断され，他方  
で，従業員団体の代表選H＝こあたっては，「誰が従業員代表として相応しいか」という観点  
から選考されており，適任者が異なることがあるからである。たとえば非管理職のA氏が  
労使混成団体の副代表に選．坐されても，彼は従業員代表に適任であるとして選出されたわ  
けではない。三六協定を締結する過半数代表者は労働者側代表として行動するのであるか  
ら，そのための適任者という観点で選考▲される必要があり，単に労働者の過半数の信任が  
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あれば足りるわけではない。したがって，労使混成団体という性椎の親睦団体の代表は三  
六協定締結のための過半数代表者には適切ではない。これに対L，従業員団体である親睦  
団体の代表は「従業員団体の代表として過しているか」という観点から選出されているの  
で，権限とLてその者が三六協定を締結することがチめ明示されたうえで選出されたので  
あれば，そのような権限を行使する者として信任を得ているので三六協定のための過半数  
代表者になりうると考える。このように考えると，たとえば社長を含む親睦団体で副会長  
の1人は非管理職の労働者がなることとされ，かつ，その老が三六協定における過半数代  
表者となる旨が規約に明記されている場／た（捌，評者はそのような団体の代表は過半数代表者  
としては不適格であるとみる。そこで，以下では親l桂岡休には役員が加わらない従業員団  
体である場合を前提に検討する。   
まず，代表者の適格性では，たとえば投票の結果，卜級管理職が親睦団体代表に選出さ  
れた場合明こは，それらの者は労働者側過半数代表としては適格性に欠ける（労基則6条の  
2，1項）。   
つぎに，選出方法い胡を検討するに，民主的手続とは具体的には，いかなる方法を指すのか。  
たとえば，使用者が任命Lた選挙管理委員によって行われた選出は有効か，その選管のな  
かに人事課長が含まれていても法的に支障はないだろうか。選管を使用者が任命すること  
は，できれば避けたいことではあるが，選管選出の手懸かりもないときにはやむを得ぎる  
措置として評価されよう。その選管により公正な選挙が実施されるならば，選挙は有効と  
扱われよう。人事課長や人事部長は過半数代表者選挙の被選挙権はないとはいえ遥挙権を  
有し，彼らも有権者として特定候補を支持または不支持するため働きかけを行う権利を有  
する。有権者である以上，彼らも選管を行う資格はあろう。その点では，使用者側利益代  
表者であるために被選挙権のない者を有権省として含んでいることは過半数代表者の選出  
基盤が労働者利益を代表するうえでは構造的に脆弱であることを示している（l‖。選挙方法は  
挙手でも投票でも当該労働者が希望する方法によれば岨りよう。   
また，選挙方法として回覧板を回して候補者に対する信任を問うという持ち回り方式が  
ある。これは候補者が複数いる競争選挙には適さないだろうが，信任選挙では，選挙を成  
立させる容易な方法である。望ましい方法とはいえないが，許されよう（1カ。ただし，不正選  
挙（たとえば，同一－一有権者が複数人分の不イ封Eを表記する）が行われる可能性が高いので  
注意を要する。   
以上より，親睦団体でも，労使混成ではなく従業員のみによって構成される場合には，  
その代表が二六協定における過半数代表者になれる可能性がある。本件では，「友の会」は  
労使混成の親睦団体なので，その代表は労使協定の労働者側代表としての適格性を欠くと  
理由づけすべきであったと思われる。  
（1）原審に関する判例評釈として，吉田美音夫・労旬1444弓▲36頁，′ト西康之・ジュリ1145け118頁が  
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379時間外労働協定の労働者側当事者が労働者の過半数を代表する者とは認められず，労使協定が無効とされた例   
ある。  
（2）例えば，労旬1218サの特集などでユ  
（3）藤内和公「時日『外・休日労働」什l呵封・・南外降令舶『労働時間法論』（1990年，法律文化杜）164   
貞以F。  
（4）三六協定締結の労働者側1ヰ諸が過斗数代表者であるとき，選出方法として従業員会・朴月会   
などの親睦団体代表かそれになっている比ヰ；は17％ないL14％である誹労使協定における過半数   
代表ノ糾こ関する調査研究会報子㌧』（1989年）7日，JIL調査研究報告書88『無組合企業の労使関   
係』（1996年，R本労働研究機構）88頁参照。なお，これらの従業員組織に札束や役員が含まれて   
いる比率は，6割台ないし46％である。・要するに，親峰川体の約十数は労使混成団体であり，残   
る半数が従業艮柑休である。JIL報砦苦84軋 火京肛、工労働研究所編『中小企業における従業   
員組織の子宝割』（1990年）47頁参jHl。メンバーー♂）加入における1－1発性との関係をみると，原則とL   
て全員加入が87％であるこ東京都二＼ンニ労働研究所編・前掲告46貞。  
（5）安西愈『改正′芳働時間法の法律実務』（1988年，総合労働研究所）543r（。  
（6）浜田冨⊥郎「政il二労催協定と過十数代表」辛労152リ・（1989年）16ア至。  
（7）これには2つの見解かあり，・－力1ま，過桁」件要件につき，親睦会が使用者に対して独立性を有   
することを要什とする。東京大一、アンソJ・働法朝頂忠雄注釈労働時間法』（1∈柑0年，有斐閣）35頁。他方   
は，代表選山r・統が民主的であること，：う6条のウj■働署にあたると解される仝労働者の週十数によ   
って代表が信什されていること，選山千純が二六協定酢紺二近接しノて行われていること，三六協   
定が締結される旨が代表選出手続で明示されていることなどの要什により有効とするL－ 小西t前   
掲論文120iTく。  
は）このような場合の効力につき∴羊説の対立がある「，…んで、安西・前掲書55り貞以下は有効とみ，   
他方で，束京大学労働法排究全編・1拓阻害35頁は不適格であるとL，親陣団体と別に代表を選出   
することを求めるし，  
（9）親腫世休の全長の13％は社長，11％は社長以外の経営酢灘，25％は部課長などの管理職であるっ   
東京都二立労働研究所編・前掲書49氏、  
（10）親睦同体の役員・選出方法は，「話し合いで選ばれる」が親陣l』休全体の43ヲ占，「最終的に選挙で   
選ぶ」は21％，「前役月が選ぶ」が11％，「f．1■＝ら1申）でなる」が11％，「社長や会社側が選ぶ」が5   
％である。束京都カニ労働研究所編・前掲杏50真‖  
（11）ドイツの事業所組織法で従業員代表を一般従某巨iと管坤職に分け，管理職につき，管理職代表   
委員会という形で一般従業員とは別の利益代去を定めていることの】至計1二lの一・つはここにある（，  
（1か 向旨，浜Ⅲ・前掲論文14頁，束京人！、㌢労働法研究会編・前掲書36頁。  
（とうない・かずひろ）  
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